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議事： 

1. 2025年度における寄附金の配分方針（2025 年度募集案件の選考） 

2. その他：「世界の人びとのための JICA基金」活用方法についての意見交換 

 

 

内容： 

1. 2025年度における寄附金の配分方針（2025 年度募集案件の選考） 

JICA基金への寄附は、2007年度から 2023年度まで継続して寄附を預ってい

る。活用事業は 2022年までは平均 11件程度の案件を採択して実施し、実施

団体の支援のための伴走支援者の配置を進め、2023 年度から採択数を増加

（2023年度 36件、2024年度 44件）してきた。 

2025 年度は 1 月 17 日から 4 月 25 日まで公募し、77 件の応募があった。運

営委員会での検討の結果、2025年度は 46件を採択することを確認した。 

 

2. その他：「世界の人びとのための JICA基金」活用方法についての意見交換 

(1) 既存の JICA基金活用事業制度（若い団体の成長に資する支援）について 

⚫ 若い人が国際協力の新事業に挑戦する機会をつくる必要がある。現代は

学生起業家による企業が 1000社を超え、ほとんどが社会課題解決型であ



る。学生向け社会起業家支援プログラムもあり、国内活動が多い。他方で、

NPO として起業して社会課題の解決や国際協力をする人は少ない。

NPO/NGO向けの支援プログラムを充実させていく必要がある。 

⚫ NGO/NPO を支援するために、新しく武器となるようなツールや資源を

NGO/NPOにつなげる役割も JICAは考えて行くべきである。 

⚫ JICA 基金活用事業の事業経費のうちいくらかは組織基盤強化に使うよう

にすることで、団体の成長に貢献できるようにするのが良い。 

⚫ ネットワーク型 NGO による学生を応援するコンテストあり、そのような

活動と JICA基金活用事業への提案をマッチングしていくのも良い。 

⚫ JICA 基金活用事業では人件費は事業経費の対象外だが、団体にとっては

事業規模が拡大すると、事業をする一方で人件費が自費負担になってし

まい厳しい状況になるため、人件費も事業経費の対象となるとよい。 

 

(2) JICA基金を活用し NGOが JICA技術協力プロジェクトに参画する考えついて 

⚫ JICA が実施する技術協力プロジェクトへ NGO が参画することで、JICA、

開発コンサルタント、NGO の協働の機会が創出されることが期待される。 

⚫ NGOのノウハウを活用することが出来、受託事業終了後に途切れず事業を

実施できるとよい。 

⚫ NGOが JICAのプロジェクトの実施方法を学び、活動経験が得られ、NGOの

スタッフにとってキャリア形成の機会となる。 

⚫ JICAにとっては、NGOとの今後の連携のきっかけとなる。 

⚫ 開発協力／人材のエコシステムの中で、JICA 基金の新しい仕組みを検討

されるとよい。 

⚫ NGO支援において、若い人を育てることが必要である一方で事業を作って

いくことは難しいため、組織基盤強化と事業実施面での支援があると良

い。 

⚫ JICA基金の全体像を描きながらも、NGOとの意見交換を行い、より良い活

用を目指していくのがよい。 

以上 


